
新型コロナウイルス感染症
経済対策等について

令和４年１１月１８日

日向市



長期化している新型コロナウイルス感染症の影響に、原油価格や物価高騰の影響等が重なり、市民生活や地域経済は極めて厳しい状況におかれています。

市は、下記の３点を基本姿勢とし、４つの視点を柱として、ウィズコロナやアフターコロナを見据えた対策に時機を逸することなく取り組むことで、市民の皆さん

の生活を守るとともに、地域経済を立て直し、回復に繋げます。

Ⅰ 市民の命と健康を守る。 Ⅱ 市民の暮らしを支える。 Ⅲ 市民が「笑顔で暮らせる元気なまち」を取り戻す。

新型コロナウイルス感染症経済対策等の考え方

① 感染拡大の防止策

③ 市民生活の支援

② 地元の雇用維持と事業者支援

新型コロナウイルス感染症から、市民の命と健康を守るために、感染拡大防止の徹底を図るとともに、ワクチン接種
の実施や基本的な感染拡大防止対策の啓発などに取り組みます。

市民の暮らしを支えるために、お困りの方への公共料金等の納付猶予や各種給付金などの迅速な給付を行うほか、
ウィズコロナの下での地域コミュニティの維持や活性化を支援します。

市民の暮らしを支えるために、新型コロナウイルス感染症等の影響により打撃を受けている中小事業者や一次産
業分野等の雇用を守り、事業継続を支援するとともに、地域経済の再始動を促進します。

④ 将来を見据えた取組

市民が「笑顔で暮らせる元気なまち」を取り戻すために、ウィズコロナやアフターコロナを見据え、地域経済の回
復に向けた施策に取り組むほか、社会活動を止めない感染症に強い社会の構築を図ります。
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市民生活への支援等を軸とした総合的な対策として、12月補正予算を取りまとめました。

新たに国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の中に創設された「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」にも対応し、長期化

するコロナ禍において直面するエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を緩和するため、生活者支援や事業者支援を実施します。

◆１２月補正予算の内容（総額275,816千円（うち、物価高騰に係る事業総額261,699千円））

経済対策等（令和４年度１２月補正予算）

① 感染拡大の防止策 ・・・・・ 10,117千円

② 地元の雇用維持と事業者支援 ・・・・・ 163,099千円（うち、物価高騰に係る事業分159,099千円）

③ 市民生活の支援 ・・・・・ 102,600千円（うち、物価高騰に係る事業分102,600千円）
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●【市単】（新）住民基本台帳事務費

●【市単】救急体制の強化に要する経費

【市民課】

【消防本部警防課】

7,117千円（新型コロナ感染対策に係る行政キオスク端末の設置）

3,000千円（新型コロナ感染対策に係る消耗品整備費）

●【市単】（高騰・新）中小企業特別融資事業（みやざき再生支援特別貸付利子補給事業）

●【市単】（高騰）中小企業特別融資事業（原油・原材料高対策特別貸付利子補給事業）

●【市単】中小企業等デジタル化支援事業

●【市単】（高騰）物流事業者燃料高騰等対策事業

●【市単】（高騰・新）水産業燃油等価格高騰対策緊急支援事業

●【市単】（高騰・新）医療・介護・福祉施設等物価高騰対策支援事業

【商工港湾課】

【商工港湾課】

【商工港湾課】

【商工港湾課】

【林業水産課】

【福祉課など】

60,010千円（貸付に係る利子補給）

26,000千円（貸付に係る利子補給）

4,000千円（自社ＨＰの制作・改修費用の一部を支援）

20,829千円（物流事業者への事業継続の為の支援）

7,260千円（漁業者への漁船燃油代の支援）

45,000千円（価格高騰の影響を受けるエネルギーや食料品等に係る支援）

（概要）

（概要）

●【市単】（高騰・新）物価高騰対策子育て応援給付金給付事業 【こども課】

（概要）

102,600千円（物価高騰の影響を受ける子育てに世帯に対する支援）

〇令和4年度 新型コロナウイルス感染症経済対策別事業費 （単位：千円）

当初 6月追加補正 9月補正 12月補正 総事業費

①感染拡大の防止策 0 9,320 13,700 10,117 33,137 

②地元の雇用維持と事業者支援 31,827 56,700 44,861 163,099 296,487 

③市民生活の支援 79,651 495,321 198,700 102,600 876,272 

④将来を見据えた取組 0 38,530 1,800 0 40,330 

合計 111,478 599,871 259,061 275,816 1,246,226 



経済対策等の主な事業①（令和４年度１２月補正予算）

【市単】物価高騰対策子育て応援給付金給付事業
102,600千円

長期化するコロナ禍において、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対し、生活の支援を行うために

給付金の支給を行う。
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〔新規・高騰対応分〕

●対象児童
平成16年４月２日から令和４年12月31日までの間に生まれた児童
※令和４年12月31日時点で、対象児童もしくは養育する者が日向市に住民登録していることが必要。

●支給金額
対象児童1人あたり１万円

●申請が不要な者
日向市から令和５年１月分の児童手当又は特例給付を受給している者

●申請が必要な者
① 公務員など日向市から児童手当を受給していない者
② 他市から児童手当を受給している者
③ 高校生のみを養育している者 など

●申請受付期間
令和５年１月23日（月）から令和５年２月28日（火）まで

【効果・成果目標】
物価高騰の影響を受けている子育て世帯の経済的負担
の軽減を図る こども課

☎0982‐ 66-1021

【担当/問合せ】



経済対策等の主な事業②（令和４年度１２月補正予算）

【市単】中小企業特別融資事業（みやざき再生支援特別貸付利子補給事業）

60,010千円

コロナ禍において、エネルギー価格高騰等の影響を受けている市

内の中小企業等を支援するため、県の融資制度「みやざき再生

支援特別貸付」の融資を受けた者に対し、３年間の利子補給を

行い、経営の安定化を支援する。

商工港湾課
☎0982‐66-1025

【担当/問合せ】

【市単】住民基本台帳事務費
7,117千円
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庁舎窓口の密回避による感染症対策の推進やマイナンバーカー

ドの普及促進を図るため、庁舎内に行政キオスク端末（証明書

自動交付サービス端末）を設置する。

市民課

☎0982‐ 66-1018

【担当/問合せ】

●対象者
日向市民及び本籍が日向市の人

●事業内容
①庁舎への行政キオスク端末の導入
②手数料変更に伴う工程試験対応委託
※コンビニエンスストア等における
証明書自動交付サービスによる
各種証明書の発行手数料を
10円に減額
（令和5年1月4日から

令和5年5月28日まで）

【効果・成果目標】
自動交付サービスの利便性向上や、感染リスクを下げる

〔新規〕〔新規・高騰対応分〕

●対象事業者
「みやざき再生支援特別貸付」 の融資を受けた市内に
本社を有する法人又は市内に住所を有する個人事業主

●補助期間 3年間（据置期間を含む）

●補 助 率 10／10

●補助件数 210件（見込み）

【効果・成果目標】
アンケートの実施により、本事業が 「経営安定に役だった」
と回答した中小企業等の割合：90％以上



経済対策等の主な事業③（令和４年度１２月補正予算）

【市単】医療・介護・福祉施設等物価高騰対策支援事業
45,000千円

コロナ禍において、エネルギーや食料品等の価格高騰に伴う影響

を受けている医療・介護・福祉・保育施設等の、経済的負担の軽

減を図り、各種サービスの安定的な提供体制の維持を支援する。

福祉課・こども課・高齢者あんしん課・健康増進課
☎0982‐66-1019

【担当/問合せ】

【市単】水産業燃油等価格高騰対策緊急支援事業
7,260千円
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コロナ禍において燃油高騰の影響を受けている漁業者に対し、

燃油価格上昇分の一部を補助することで、漁業経営の維持・安

定化を図る。

林業水産課

☎0982‐ 66-1029

【担当/問合せ】

●対象者

日向市内漁業者

●支援対象期間
令和4年9月1日から令和5年2月28日までに漁船用として
購入した燃油の購入費用

●支援内容
支援対象期間内の燃油購入量に支援単価を乗じた額
支援単価6円／ℓ（1経営体あたり上限20万円）

【効果・成果目標】
漁業経営の安定化、廃業漁業者0件

〔新規・高騰対応分〕 〔新規・高騰対応分〕

●対象施設・支援内容（単価）
※県実施事業の支援単価の1/2を支給単価として支援する。
①医療施設
・病院、有床診療所（単価15千円／床）＊上限あり
・無床診療所、歯科（単価50千円／施設）
・薬局、施術所、助産所、訪問看護ステーション（単価25千円／施設）

②介護サービス事業所等
・居宅介護、訪問系（単価25千円／施設）
・通所系（単価75千円／施設）、入所系（単価7,500円／利用定員）

③障がい福祉サービス事業所
・相談支援事業所、訪問系（単価25千円／施設）
・通所系（単価75千円／施設）、入所系（単価7,500円／利用定員）

④保育施設
・保育園、認定こども園、幼稚園、認可外施設（単価950円／利用定員）

【効果・成果目標】
安定したサービス提供の維持、廃業施設0件



（参考）地方創生臨時交付金の活用状況について①

6

令
和
4

年
度

令和4年度の日向市への「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」の配分額は総額632,115千円（令和4年11月1日時点）となっております。
同交付金の活用については、令和4年度6月追加補正事業にて252,000千円、令和4年度9月補正事業にて132,200千円を活用しており、今回の令和4年度12補正
事業において配分残額の247,915千円を活用することとしています。
今後も国や県の動向を把握しながら、長期化するコロナ禍において市民が「笑顔で暮らせる元気なまち」を取り戻すための対策等に取組んでいく予定です。

（単位：千円）〇令和4年度 地方創生臨時交付金活用一覧①

番号 予算事業名 総事業費 交付金活用額 担当課 対応する補正予算

1 広報強化に要する経費 4,200 3,300 秘書広報課 6月追加補正

2 低所得子育て世帯生活支援特別給付金給付事業（ひとり親以外） 74,141 1,200 こども課 6月追加補正

3 中小企業特別融資事業 11,200 8,900 商工港湾課 6月追加補正

4 交通事業者運行継続支援事業 5,900 4,700 観光交流課 6月追加補正

5 観光誘客再起事業 2,200 1,700 観光交流課 6月追加補正

6 稼げる看板商品創出事業 7,900 1,100 観光交流課 6月追加補正

7 観光施設等管理運営費 3,130 2,500 観光交流課 6月追加補正

8 施設園芸燃油高騰対策等農業経営支援事業 16,000 12,800 農業畜産課 6月追加補正

9 生産性向上対策事業 23,600 18,800 農業畜産課 6月追加補正

10 心身のリフレッシュを図る公園環境整備事業 19,300 15,400 市街地整備 6月追加補正

11 水道・簡易水道事業会計への繰出金（水道料金の基本料金免除） 204,000 163,200 水道課 6月追加補正

12 共同管理水道臨時補助金（民営水道施設の水道料金に対しての支援） 2,500 2,000 水道課 6月追加補正

13 小学校施設 管理運営費 3,620 1,400 学校教育課 6月追加補正

14 中学校施設 管理運営費 1,500 600 学校教育課 6月追加補正

15 給食調理に要する経費 12,000 9,600 学校給食センター 6月追加補正

16 移動図書館運用事業 6,000 4,800 図書館 6月追加補正

【令和4年度】※令和4年11月1日時点

配分額 国からの令和4年度配分額 632,115千円（うち、原油価格・物価高騰対応分268,522千円、重点交付金分173,327千円）

活用額

令和4年度事業への活用額 632,115千円

令和4年6月追加補正事業への活用額 252,000千円 令和4年9月補正事業への活用額 132,200千円 令和4年12月補正事業への活用額 247,915千円



（参考）地方創生臨時交付金の活用状況について②
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（単位：千円）〇令和4年度 地方創生臨時交付金活用一覧②（続き）

〇令和4年度 新型コロナウイルス感染症経済対策別地方創生臨時交付金活用額 （単位：千円）

6月追加補正 9月補正 12月補正 合計

①感染拡大の防止策 5,300 5,400 8,000 18,700 

②地元の雇用維持と事業者支援 45,200 28,300 147,000 220,500 

③市民生活の支援 176,000 97,100 92,915 366,015 

④将来を見据えた取組 25,500 1,400 0 26,900 

合計 252,000 132,200 247,915 632,115 

番号 予算事業名 総事業費 交付金活用額 担当課 対応する補正予算

17 保育環境改善等事業 13,700 5,400 こども課 9月補正

18 燃油高騰対策ガソリン等購入助成券発行事業 198,700 97,100 商工港湾課 9月補正

19 ワーケーション利用促進事業 1,800 1,400 商工港湾課 9月補正

20 物流事業者燃料高騰等対策事業 34,715 27,700 商工港湾課 9月補正

21 地元産農産物応援消費事業 784 600 農業畜産課 9月補正

22 住民基本台帳事務費 7,117 5,600 市民課 12月補正

23 中小企業特別融資事業（みやざき再生支援特別貸付利子補給事業） 60,010 59,400 商工港湾課 12月補正

24 中小企業特別融資事業（原油・原材料高対策特別貸付利子補給事業） 26,000 26,000 商工港湾課 12月補正

25 中小企業等デジタル化支援事業 4,000 3,200 商工港湾課 12月補正

26 物流事業者燃料高騰等対策事業 20,829 16,600 商工港湾課 12月補正

27 水産業燃油等価格高騰対策緊急支援事業 7,260 5,800 林業水産課 12月補正

28 医療・介護・福祉施設等物価高騰対策支援事業 45,000 36,000 福祉課など 12月補正

29 物価高騰対策子育て応援給付金給付事業 102,600 92,915 こども課 12月補正

30 救急体制の強化に要する経費 3,000 2,400 消防本部警防課 12月補正

合計 922,706 632,115 


